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１．はじめに 

（１）背景･目的 

 今年2月に京都議定書が発効になり、二酸化炭素排出量

削減の必要性が迫られている中、とりわけ、運輸部門・

民生部門での二酸化炭素排出量増加が顕著となっている。

このような状況の中、二酸化炭素排出量削減等、都市生

活者にとって環境負荷削減に向けた対策は、サステナブ

ルな都市を構築するための重要な課題となっている。 

そこで、本研究は、民生・家庭部門の電力消費量、を

取り上げ、近年、環境負荷の少ない都市形態として注目

されているコンパクトシティに着目し、そのエネルギー

消費低減効果を検討していく。その上で、環境負荷低減

のために有効な都市政策について言及することを目的と

している。つまり、都市における居住形態やライフスタ

イル、土地利用等、どのような「住まい方」、どのよう

な”まち”づくりが環境負荷低減でかつサステナブルな

都市であるかについて言及するものである。 
 

（２）研究の位置づけ 
家庭部門のエネルギー消費量についての既存研究とし

て、石田1）は、戸建住宅のエネルギー消費実態とエネル

ギー消費構造を明らかにしている。照明用、調理用、給 
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湯用、暖房用、冷房用と用途ごとに分析し、エネルギー

消費には、延床面積や世帯人員などが影響していること

を示している。また、都市全体から捉えると、1人当たり
の電力消費量は都心において郊外より高い値を示すこと

が分かっている。これは、都心と郊外で住宅形態や世帯

人員などのライフスタイルの特徴が違い、それらが電力

消費量に影響を及ぼすからである。また、コンパクトな

都市形態にすると1人当たりの電力消費量が減少するとい
う知見も得られている。2)3)4）

これらを踏まえ本研究では、住宅種別や世帯人員等、

ライフスタイルの違いによる電力消費量の違いを把握し、

コンパクトシティ政策時の電力消費量予測を行う。 
 

（３）研究概要 

環境負荷低減を目指したコンパクトシティを指向した

場合、都市郊外から都心部への移住（郊外部での開発を

規制し、都心部での床面積の増加を誘導する）をシナリ

オとして想定し、その場合、どのような居住形態（戸建

または集合住宅）で、かつ、どのような家族形態（単身

世帯、核家族、３世代居住等）が都心に移住すれば、最

もエネルギー消費低減に寄与するのかシミュレーション

した。 
 

２．宇都宮市における将来予測 

（１） 人口予測 

 家庭部門の電力消費量と人口は非常に高い相関がある

ことから、本研究では、まず宇都宮市の町別(246)将来人
口を推計した。また、宇都宮市の人口は全国平均と同様

に、2006 年頃にピークを迎え、その後減少傾向に転ずる
と予想されていることから、その減少傾向が明確となる

2020年を本研究の評価年次に設定した(図-1参照)。 

人口予測方法の基本はトレンド型モデルとし、表-1 に

示す 3 種類の方法を用いて、各々の町が決定係数(R2)の
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高い方法で予測できるよう行った。人口予測結果（2002-

2020の人口増加率）を図-2に示す。 

 

 

（２）住宅床面積の変化予測 

  また、人口と住宅床面積の間にも強い相関があるこ

とから、この関係を用いて、予測人口を元に評価年次

である2020年の住宅床面積の予測を行った。予測にあ

たっては、コンパクトシティを表現するために、宇都

宮市246町を都

心からの距離に

応じて図-3に示

すように都心エ

リア・近郊エリ

ア・郊外エリア

の3つに分類す

る。 

 

1992年からの推

移を図-4に示す。

これらをみると、

都心エリアで減少、 

近郊・郊外エリアで増加傾向を示すことが判る。 

 

 

 

 

 

 

３．シナリオの設定 

（１） シナリオの設定 

  次に、本研究では、都心エリアの床面積の変化に着

目し、床面積が減少する現状推移(シナリオ０) に加え、

床面積を変化させない場合(シナリオ１)、さらに床面積

を減少分だけ増加させる場合（シナリオ２）のシナリ

オを設定する。シナリオ０～２の床面積の変化を表-2、

図-5に示す。 

 

 

人口のピーク

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

50

1980
(S55)

1985
(S60)

1990
(H2)

1995
(H 7)

2000
(H12)

2005
(H17)

2010
(H22)

2015
(H27)

2020
(H32)

2025
(H37)

2030
(H42) （年）

（万人）

65歳～

15～64歳

0～14歳

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

50

1980
(S55)

1985
(S60)

1990
(H2)

1995
(H 7)

2000 2005 2010
(H22)

2015
(H27)

2020
(H32)

2025
(H37)

2030
(H42) （年）

（万人）

65歳～

15～64歳

0～14歳

実績 予測
将来電力消費量推計年次

人口のピーク

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

50

1980
(S55)

1985
(S60)

1990
(H2)

1995
(H 7)

2000
(H12)

2005
(H17)

2010
(H22)

2015
(H27)

2020
(H32)

2025
(H37)

2030
(H42) （年）

（万人）

65歳～

15～64歳

0～14歳

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

50

1980
(S55)

1985
(S60)

1990
(H2)

1995
(H 7)

2000 2005 2010
(H22)

2015
(H27)

2020
(H32)

2025
(H37)

2030
(H42) （年）

（万人）

65歳～

15～64歳

0～14歳

実績 予測
将来電力消費量推計年次

図-1 宇都宮市の人口の推移 

表-1 人口予測方法 図-3 宇都宮市のエリア区分図 
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図-4住宅床面積の推移(1992-2020) 

0.559 

表-2 各シナリオの都心エリアの誘導力設定と床面積の変化 

シナリオ 伸び率 誘導係数 誘導力 床面積(km2) 増加床面積(km2)

０ 0.809 1.000 0.0% 2.361 －

１ 1.000 1.237 23.7% 2.920 0.559

２ 1.191 1.474 47.3% 3.479 1.118

図-2 宇都宮市の人口増加率（2002-2020） 



表-5 現況とシナリオ０との電力消費量の比較 
 
 電力消費量 現況 シナリオ０ 変化率 減少率

(105kWh) 6,366.7 6,282.0 0.987 0.013
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（２）パターンの設定 

  そして、シナリオ１における都心エリアの増加床面

積(0.559km2)に、郊外から移住してくる世帯、郊外の戸

建住宅から都心の集合住宅への移住を設定する。 

つまり、都心エリアの家族構成別世帯数構成比(単身

世帯と夫婦世帯が多い構成比)で移住を行った場合(A)と、

郊外エリアの構成比(夫婦と子供世帯と三世代世帯が多

い構成比)で行った場合(B)と近年増加傾向の核家族化が

中心に進行（三世代世帯が減少）した場合(C)の３つの

パターンについて検証を行う。 

 

４．シナリオの評価 

（１）シナリオ０の評価 

  アンケート調査結果から算出した住宅種別・家族形

態別の電力消費原単位を表-4に示す。また無政策の現

状推移(シナリオ０)における宇都宮市のエネルギー消費

量の変化を表-5に示す。これにより、人口の減少の影

響を受け、エネルギー消費量がわずかに減少している

ことが判る。 

      

 

 

（２）シナリオ１の評価 0.559 

  シナリオ０を基準としたシナリオ１における電力消

費量の変化を図-6に示す。これより、都心で増加する

電力消費量に比べ、郊外で減少する電力消費量が多い

ため、宇都宮市全体では電力消費量が減少しているこ

とが分かる。また、宇都宮市全体の減少電力消費量が

シナリオ１Bに比べ、シナリオ１Aの方が多いことから、

三世代世帯を多く移住させるよりは、郊外の戸建住宅

に住む単身・夫婦世帯を多く都心部の集合住宅へ移住

させることにより電力消費削減効果が大きくなると考

えられる。 

図-5 各シナリオにおける住宅床面積の変化 

また、核家族化進行型のシナリオ１Cにおいては、

都心エリアの電力消費量がシナリオ１Aの約2％増加す

る結果となった。このことから、三世代で居住し、居

住空間を共有することは、電力消費を効率的に行うと

いう観点では有効であることが判る。つまり、核家族

化を抑制することが重要であると考える。 
表-3 設定パターンの内訳 

 

（３）シナリオ２の評価 

  シナ       シナリオ２における変化を図-6に示す。このシナリ 

オにおいてはシナリオ１よりも移動させる世帯数が多 

いことから、電力消費量の減少は大きい結果となって

いる。また、単身世帯・夫婦世帯を移住させた方が削

減効果が大きい結果となっていることについては、シ

ナリオ １と同様の結果となっている。 

パターン 移住構成（郊外→都心） 移住世帯

Ａ 都心エリア型構成比
単身世帯と夫婦世帯

が移住

Ｂ 郊外エリアの構成比
夫婦・子供世帯と
三世代世帯が移住

Ｃ 核家族化が進行 三世代世帯が減少

  

（４）まとめ 
 図-6より電力消費量削減効果が最も大きいのはシナ

リオ１Aである。各種家庭の電力消費量からも分かる

ように、戸建住宅に単身や夫婦で住むことは、電力消

費量の観点からは効率が良くない結果となっている。

このことは、シナリオBよりシナリオAの方が、電力消

費量削減効果が大きいことにも表れている。一方で、

図-6のシナリオ1Aと1Cを比較すると、核家族化が進行

した場合の１Cの方が、都心エリアで電力消費量が約1.

5％増加してしまうことから、三世代居住の重要性も考

えられる。 

表-4  住宅種別の電力消費原単位 

原単位
(kWh/年/世帯）

戸建住宅 集合住宅

単身その他世帯 4,174
夫婦世帯 4,864
夫婦と子供世帯 5,422 4,227

三世代以上の世帯 7,099 5,534

1,791

また、それぞれのシナリオにおいて、移住世帯数と 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

電力消費量の減少量が宇都宮市全体に占める割合を表-6

に示す。これより、シナリオ１Aでは宇都宮市の世帯の

約4.1％の移住を促すことにより、約2.3%の電力消費量の

削減が見込めるという結果となった。 

  

７．おわりに 

本研究では、コンパクトシティ政策により、家庭部門

の電力消費においてもエネルギー消費の少ない環境負荷

低減都市を構築が可能であることが確認できた。具体的

には、郊外の戸建住宅に住む単身・夫婦世帯を都心部の

集合住宅に移住させて、かつ、核家族化を抑制すること

が重要であると考えられる。しかしながら、現実的には、

このようなライフスタイルの問題として、人々は郊外の

広い戸建住宅を好むという傾向が見られ、コンパクトシ

ティの実現には問題も多い。 
従って、郊外での開発を規制し、都心エリアでの居住

を促進する方策を進めるとともに、都心を居住地として

魅力的なものにして、郊外化した人々を都心に引きつけ

るかが大きな問題であると考えられる。 
 尚、本研究は、宇都宮大学、東電設計（株）、東京電

力（株）の３者で実施している共同研究の成果の一部で

ある。 
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